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1.FSLAについて
　 FSLA(富 士 通 セ ミ コ ン ダ ク ター ・ア ジ
ア)は 、韓 国 と 日本 を除 いた ア ジ ア全 域 を担
当 して い る。FSL(富 士通 セ ミコ ンダ ク ター
㈱)の ア ジ ア地域 にお け る広 域 オペ レー シ ョ
ンの 効 率 を 高 め る た め、 シ ン ガ ポ ー ル の
FSAL(Fujitsu　Semiconductor　Asia　Pte.
Ltd)、香 港 のFSP(Fujitsu　Semiconduc-
tor　Pacific　Asia　Limited)、上 海 のFSS
(Fujitsu　Semiconductor(Shanghi)Co.,
Ltd))、成 都 のFSDC(Fujitsu　Semicon-
ductor　Design(Chengdu)Co.　Ltd.)の4
拠 点 の会 社 を統 合 したバ ー チ ャル カ ンパ ニ ー
と して運 用 してい る。
　事 業 内容 は 、電 子 デバ イ ス製 品 の ア ジァ と
オ セ ア ニ ァ地 区へ の販 売 と、 電 子 デバ イ ス商
品 の一 部 で あ るマ イ コ ン、 ア ナ ログや 、 デ ジ
タル カメ ラ、テ レ ビ用STB(Set　Top　Box)
向 け のASSP(Application　Specific　Stan-
dard　Product:特定 用 途 の処 理 を行 う汎 用
商 品)と ソ リュー シ ョンの開 発 で ある 。
　実 際 の オペ レー シ ョンで は、 地域 軸 と機 能
軸 との マ トリクス組 織 で運 営 してお り、 地 域
を4つ に 、 機 能 を 「販 社 」 と 「開発 ・事 業
部」 に明確 に分 け た組織 体 制 と して い る。 ま
た、 地 域 を また が って の入材 の移 動 も行 って
い る。
2.市 場認識
(1)成長著 しい新興国
　IMF(lnternational　Monetary　Fund
国際通貨基金)の予測によると、先進国は金
融危機の影響で実質GDP成長率が大幅に落
ち込んだものの、新興国の中国 ・インドはそ
れほど大きな影響を受けず、今後も8～9%
台の継続 した成長が予測されている。また、
名目GDPにおいて今年、中国は日本を上回
る こ とが 予想 され て お り、 市場 と して期待 さ
れ る 。一 方 、BRICs(Brazil,　Russia,　India,
China:ブラ ジル ・ロシ ア ・イ ン ド ・中 国)
の う ち ブ ラ ジ ル、 ロ シ ア、 イ ン ドの 名 目
GDPは 、 絶 対 値 と して は中 国 の3分 の1程
度 で あ る もの の 、一 人 当 た りのGDPで 見 れ
ば 、 ブ ラ ジ ル、 ロ シア は 中 国 の倍 以 上 で あ
り、特 に ブ ラジ ル は 、2014年にFIFAワ ー
ル ドカ ッ プや2016年に オ リ ン ピ ッ クの 開 催
が 計画 され て い るこ とか ら も今 後 さ らな る成
長が 期 待 され る。
(2)中　国
　① 経済成長の方向転換
　 中国 は2001年11月にWTO(World
Trade　Organization:世界貿易機関)へ加
盟するとともに、実質GDP成長率10%を目
指 した 「量の成長」という方針を掲げ、国を
挙げてさまざまな政策に取 り組んできた。
　 こうした方針の下、中国の2009年(暦年)
のGDPは60兆円の内需拡大 という結果 と
なったが、その内訳を見ると政府による投資
が62%を占め、個人消費も、米国の個人消
費がGDP全般の60%以上を占めているのに
対 して34%という状況にあることか ら、
GDPの高成長は政府投資に偏重 したもので
あるという実態が見て取れる。
　中国政府 としては、すでに60兆円を投資
している中で、国債、インフレ懸念、貿易摩
擦を考えるとこれ以上の継続投資には慎重に
な らざるを得ず、今後は 「量の成長」から
「質への成長」に政策を方向転換 し、個人消
費を柱にしていく必要がある。
　② 内需拡大のシナリオ
　これまでの沿岸部の発展に向けた投資から
個人消費を中心とした内需拡大に向け、今後
は、内陸部や農村部での内需拡大をめざした
3つの政策を実施することとしている。
　 第一は 「内陸部の都市化」であり、2006
年から西中国の水道 ・電気 ・ガス、道路 ・鉄
道などインフラ整備政策を行っている。
　 第二は 「都市間のインフラ整備」であり、
都市間の高速鉄道と高速道路整備を行ってい
る。上海虹橋駅は空港に隣接した新 しい交通
の中枢 となっており、高速鉄道線では30ホー
ムを使い、上海から北京、西安、成都、香港
までの各路線が今後4年間で順次開通される
計画である。
　 第三は 「福利厚生の充実」であり、農民税
の全面的な廃止や、農村の義務教育費(中学
まで)の免除などを行っている。中国政府は
この3つ の政策によって内陸部と農村部の国
民は貯蓄を増やすことができるようになった
としてお り、2009年からは、さらに農民の
家電購入に補助金を交付する 「家電下郷」
や、農村部での自動車購入を優遇する 「汽車
下郷」などの消費刺激策による内需拡大を
図っている。2011年から始まる第12次5力
年計画でも、経済成長よりも農村部 ・内陸部
の収入格差をなくすことに重点を置 くなど、
内需拡大への取 り組みが進められている。
　ただし、世界経済の不安定さから、中国製
造業の景況感は、徐々に下がってきており、
一時期の過熱感は無くなってきている。まだ
まだプラス成長ではあるが、市場成長の伸び
は鈍化している。強く伸びてくるにはまだ時
間がかかりそうである。
　③　世界の工場
　中国の 「世界の工場」という位置付けはこ
れからも変わらないが、世界市場向けの工場
という従来の位置付 けに加えて、人口世界
No.1の中国国内市場向けの工場 という新た
な認識を持つことが必要である。
　中国の内陸部 ・農村部の消費は、2009年
の 「家電下郷」の結果、テレビ、冷蔵庫、洗
濯機、エアコンなどの出荷台数が大きく伸長
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しており、2010年8月までの前年同期比で
は2桁成長となっている。中でも冷蔵庫は1
年間で111万台近い販売実績 となった。
(3)イン ド
　　　～中間層、労働層の拡大に期待～
　アジアの新興国の中で中国と同じく注目さ
れるイン ドは、平均年齢が25歳と中国より
も若い。また、貧困層から中流層へ、若年層
から労働層へ とシフトが進んでおり、まだ経
済規模は小さいものの、5年 先以降には電
気 ・電子機器の消費市場が急激に拡大すると
予測されている。すでに挨滞 電話の普及が急
激に進んでお り、2010年上半期の月当た り
の携帯電話の新規加入者は1,800万人となっ
ている。
　 インドの電気 ・電子機器生産は、インフラ
の遅れもあって、国内生産が進んでいない
が、政府は内需拡大策を打ち出しており、国
内インフラは改善が期待で きると考えてい
る。また、現在は大半を輸入に頼っている電
気 ・電子機器についても、インド政府は国内
製造比率を上げる政策を検討している。
3.市 場ニーズ と対応策
(1)中国 ・アジア市場の位置づけ
　世界市場は大きく二つの分類で見ている。
一つが日本市場、もうひとつが口本以外のグ
ローバル市場である。中国 ・アジア市場の要
求は、グローバル市場の要求と等しく、中国
向けを作ることで、グローバルに展開ができ
る。
　低価格要求が強く、スピー ド感も日本とは
異なる中国 ・アジア市場では、日本市場向け
の商品ではなく、市場要求に合わせた商品を
開発 ・販売 しながら、その中でどのように自
社の強みを活かしていくかが商品開発と事業
展開のポイントとなる。当社もまだ模索中で
はあるが、当社の展開についてご紹介してい
く。グローバル市場の中でも、先進国と新興
国としてはひとくくりにできず、新興国とし
ても各国 ・市場では異なる場合も多 く、結
局、新興国向け商品も市場や顧客のニーズに
マッチしていなければ売ることは難しい。単
なる安物力涜 れるわけではなく、また商品に
対するニーズも国ごとに異なっている。そう
した中で、新興国に対 しては、国ごとに、何
が違うのか、どう攻めるのかを考え、「スタ
ンダー ド」「アプリケーション」「売 り方」
「価格」の4つ の観点で攻めてい く必要があ
ると考えている。
　①　スタンダー ド
　第一の観点である 「スタンダード」につい
ては、日本は、DTV(Digital　TV)の地上
波 と携帯電話向けTVは 独 自のISDB-T
(lntegrated　Services　Digital　Broadcast-
ing-Terrestrial)、携帯電話の無線アクセス
方式はW-CDMA(Wideband　Code　Divi-
sion　Multiple　Access:広帯域 ・符号分割
多元接続方式)な どの規格を採用 している
が、中国はどの分野でも独自規格を採用した
インフラ構築を進めている。
　 こうした実態か ら、当社が中国市場へ参入
するためには、中国向けの独自のLSI(Large
Scale　Integrated　Circuit:大規模集積回
路)商 品を開発し、地場ベンダーとのパー ト
ナーシップによるビジネスの推進を行ってい
る。
　② アプリケーション
　第二の観点である 「アプリケーション」で
は、先進国では想像もつかないようなアプリ
ケーシ ョンが求められる。例えば、インド
は、広大な国土への生活インフラの整備が追
いつかず、特に農村部では電源供給が限ら
れへ法定電圧220Vに対 して、電圧の振れ幅
が160～250Vと大 きい状況にある。そのた
め、例えば電球型蛍光灯にしても市場ではマ
イコンにより過電流を調整できる製品が望ま
れる。また、電気の供給が間に合っていない
村に対 しては、昼間に太陽電池で電力を蓄
え、夜間にLED(Light　Emitting　Diode)
ランタンに使うなど、電力がなくても子ども
が勉強できる環境整備を政府の政策として実
施している。
　③　売り方
　 第三の観点である 「売 り方」は、日本のお
客様に対しては、IC(lntegrated　Circuit:
集積回路)や ドライバーを提供するだけでお
客様の製品開発が可能になるが、新興国、特
に中国・インドでは、ICやツールではなく、
そのまま量産可能なレベルのソリューション
を開発 し提供していくことが必要である。
　 ④　価　格
　 第四の観点である 「価格」では、日本市場
向けのISDB-T・高精細STBは、政府の海
外への積極的な働きかけにより、中南米にお
いては日本規格を適用することを発表 してい
る。しかし、市場価格を考えると、求められ
る基飼幾能は同じでも、ターゲット価格を半
分にする必要があり、余分な機能のカットや
画質レベルなどの性能を落とすなど、過剰品
質を削ることで対応してい くことが必要であ
る。
②　グローバル市場が求めているもの
　グローバル市場の消費者は、単に安い商品
を求めているわけではない。欧米では実用性
を重視、中国をはじめとする新興国では実用
性 と見た目が重要な要素。日本市場のような
高性能、高品質、使いやすさを求める市場と
は異なる。最終消費者を意識したChipを用
意する必要があ り、「スピード」 と 「安さ」
の顧客ニーズに応えるためには、商品開発の
やり方も変えていく必要がある。
4.中国始めとする新興国向け商
品の開発
　 グローバル、特 に新興 国(New　Econ-
omy)市場開拓に向けた基本的な戦略は、
デバイスから最終製品のシステムまで網羅し
たソリューションを、市場に密着 した形で提
供することである。新興市場におけるビジネ
スを成功させるカギは 「真の現地化」と考え
ている。我々が長年にわたって培ってきた技
術を、新興市場のお客様が必要とする形で、
しかもタイムリーに提供することが必要 とな
る。かつての日本を基点とした発想や事業展
開では、新興市場のお客様との継続的な取 り
引きは難しい。新興市場の素早い動きに追従
することもできない。成長の可能性を秘めた
新 しい市場に適した新たな事業展開を進めな
がら、この市場で優位なポジションを確立し
てい くための組織、NEPD(New　Econ-
omy　Products　Division)を設立した。こ
の組織は、多国籍メンバーで構成 されてお
り、日本の技術プラットフォームをベースに
して、新興国のニーズに合った商品を開発す
ることで、新興国市場の拡大を狙 うことを目
的とした組織である。ヘッドクォーター機能
を上海に置いて日本、アジア各国、 ドイツか
らもスタッフを集め、一緒に中国 ・新興国を
基点とした活動をしている。中国では上海、
成都、香港の三ヵ所の拠点に、デバイスの設
計エンジニアと、デバイスを基にシステム ・
プラットフォームを開発し、顧客に提案する
アプリケーション・エンジニアを配置。「ホー
ム ・エ ンタテインメント」「自動車」に向け
たソリューションや、8ビ ット～32ビット
の汎用マイコンを核にした様々なシステム ・
ソリューションなどを展開中である。
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5.結 　び
　中国はじめとする新興国市場に向けてソ
リューションを提供する上で重要なポイント
は二つあ り、一つは、ハードウエアとソフト
ウエ アを含むシステム全体 を包含 するソ
リューションを用意する必要があること。中
国に多い新興メーカーは、技術やノウハウが
十分に蓄積できているわけではなく、いち早
く製品を提供するために、短期聞で製品を開
発で きる、「ター ン・キー ・ソリューシ ョ
ン」を必要としている。 しかも、こうした
ユーザーの中には、製品企画は固めているも
のの、それを実現するシステムの仕様まで落
としきれていないメーカーも少なくない。そ
のため、様々な要求に柔軟に対応できるよう
に、汎用品をベースにした柔軟性の高いシス
テム ・プラットフォームを用意しなければな
らない。
　もう一つのポイントは、新興市場ならでは
のコンセプトで設計したソリューションを用
意することである。かつて多 くの日本のメー
カーは最高の性能と機能を追求した、いわば
「Best」な製品を実現することに しのぎを
削ってきた。ところが、中国始めとする新興
市場では必ずしも 「Best」のスペ ックが必
要とされているとは限らない。たいていの場
合、「Good　Enough」のスペックで満足 さ
れる。こうしたソリューションを実現するに
は、市場のニーズを的確に把握することが重
要となる。
　中国コンシューマのニーズに合った商品開
発を進めることで、中国システムメーカーへ
のビジネス拡大を図っていく。
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